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はじめに

漫932年 3月 1日の ｢清洲国｣(以下 カ ッ コ略 ) の 成 立 に 伴 い ､清洲国経済建設に関する声明

が発表され､従来兼北政治の中心地であった奉 天 は 商 工 業 都市に指定 されたOその方針を受け

て太奉天都市計画樹立に際 して､特に工業地域の指定について特別 な考慮が払われた｡都市計

画 区 域 は お よそ 280平方キロメ- トルで､その内道路､鉄道用地､公園などの公共用地を除い

た 開 放 面積の二割あまりの約 33平方キロメー トルの広大な土地面積が工業地区に指定 されたO

こ の工業区計画の中で､特に奉天付属地内の奉天鉄道の西に位置 していた工業区である所謂紋

所工業区は､大きな期待が寄せ られた地区であったoその一帯は今の涛陽市で最も蛋要な工業

地帯となっている鉄西区である0本稿では清洲国初期における鉄酋工業区の成立と､発展初期

の段階の諸問題を取 り上げる｡清洲国初期の奉天都市計画やその実施をめぐる問題などを考察

することにしたい｡
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｢清洲国｣初期における鉄商工業区間題 く般)

一一 奉天都市計画 と鉄西工業区の成立

1 奉天都市計画の立案過程

奉天は､従来東北地域の中心地であったO城内 書商埠地 ･満鉄付属地を含む奉天市内のイン

フラ整備は近代以降著 しく整えられた｡ しかし､各区域 が展なる管轄の下に置かれていたこと

は､奉天とい う都市が全体 として発展することを妨 げ て W た｡溝洲国が成立した後､ 日本は奉

天の ｢発展｣のために､城 内各 区域 を統一する都市計画を立てた｡ 日本側にとって都市計画 は

｢対満工作｣の当面の主 要 な課題 l)であ った0

1932年 3月､関東軍 特 務 部 ･清洲国 書満鉄の三者によって構成される奉天都市計 画 委 員 会 が

発足したQ旦933年 7月 まで 4回 の連合 打 ち合わせ会議が開かれた｡第-回目には特 務 部 が 計 画

についての注意事項､原 則 方針 な どを説 明した｡各方面の意見をまとめるために奉 天 都 市 計 画

打合会を設立 し ､京都 帝 国 大学 数授武 居 高四郎に原案の作成を依頼 したO第二回目には､武居

が 作 成 し た ｢奉天都市計 画 の 大綱｣ を修 正した と､満鉄経済調査会 第三部に武贋の原案を骨子

と す る 具 体 案 の作成を要 請 したO その 後 ､第 三部は ｢奉天都市計画概要案｣を作り､第三回目

の 会 議 に 提 案 し た o こ の会議 で特 に議 論 された点は､防空の問題と市の中心位置であったOこ

れ らの問題はさらに調査研究の必 要があるため､次回の会議で再審議することになり閉会 した｡

第四回目の会議で､第三部作成の概要案のうち､都市防衛 上必要な地点と市の中心地を修正 し

た方案を決定案としたo以上が奉天都市計画寮の審議過程の概要である｡以下では､その具体

的な審議過程の考察を通じて奉天都市計画の内容を考察する｡

1932年 7月 28弼奉天ヤマ トホテルで奉天都市計画第--回連合打合会議が開催された｡出席

者は関東軍 ･清洲国 ･満鉄の関係者であったO出席者は表 lの通 りである｡

義 1 第-回連合打ち合わせ会議の出席者名簿

軍 部 名 前 所 属

志賀 主計正 経理部土地建物関係員

塚田 参謀少佐 作戦部空中防御関係員

横山中佐 特務部幹事

藤根寿吉 特務部嘱託

是安正利 同
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闇博 紋 奉 天市長2)

後藤英男 奉天 市政 公 署顧 問

博 士緯 奉菜市政 公 署電務慶 長

満 鉄 根橋禎 二 技術 局次長

粟屋秀夫 地方部地 方課長

荒木章 奉天事務所地方課長

佐藤俊久 経済調査会第三部主査

小味淵肇 経済調査部第三部第九班主任

注 昌泰天都市計画書第-回連合打合会議録｣(『奉天都市建設方策』4且頁)より作成｡

3回の打合会議の出席者にはやや変更があったものの,大体同じメンバーがその計画を審議

した｡この計画の原案は3回の修正を-ているが､大きな変化がなかった｡例えば､第二審は

第-案について ｢大体に於いて容認 された｣ 3)ものであるO わ ずかに市中心の位置と寒山鉄道

の南満鉄道本線に連絡する位置が変わっていただけである｡

なお､打合せ会議の出席者の国籍から見ると､清洲国の代表は闇市長と樽慶長だけであったO

会議中も2人はあまり意見を述べていない｡最春 ･ハルビンなどにおける都市計画の審議過程

に中国人の代表が 1人もなかったが､奉天は既成の大都市であり､都市計画の課題も夏日市街の

改造が大きな問題 となったため､中国人の政府要人を連合打合せ会から締め出してしまうわけ

にはいかなかったのであろう4)｡ 日本側は奉天の旧勢力に配慮し､溝洲国側の代表 として出席

させたが､彼 らを還欄 したわけではない｡最後に統制 していくところはやはり清洲国全権大使､

関東軍長官､関東軍司令官からなる三位一体の一入格者がすべての問題を統制されるべきであ

つ藍o5)要するに､ 日本は奉天の行政面の主導権を握っていたのであり､都市計画についても

実質的には関東軍と満鉄が立案 したといっても過言では な い ｡

1933年 1月､経済調査会第三部が作った都市計画 概 要 案 が発表されたOその計 画 書 は 10 章

からなり､気象及び地勢の調査､計画区域､交通の整備 ､市中心及び街路､公園､上 下 水道な

どの内容を含んでいたO

当時奉天市の人口は､正確 な統計ではないが､35万人と推定された｡内訳は､城内約 26万

人､商埠地約 4万人､付属地約 5万人であったQ こ の 都 市 計 画 概要案では､将来入日を 100万

人と予想 していた｡

第一次会議において､武居は F適当なる案配は非常に重要なことであって｣6)と地域制の決

定を都市計画の第--の要因として強調 したO彼はさらにその案配を商業地域､城内地域､住居
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地域 ､ 工 業地域 に分類 した｡次 は ､各案における寮配の比例を見てみよう｡

表2 奉天都市計両第 一次原粟

地域又は箇所名 面積 (単位 :km空き 全面積との比率%

城内地域 14 7,07

商業地域 12 6.06

工業地域 33 16.6t)

住居地域 82 射平射

特殊地域 57 28.78

注 昌泰菜都市計画に関す る要綱案｣ (『奉天都市建設方策』､9嘉)により作成｡

表 3 本大都市計両地域別南柏長

地域又は箇所名 面積 (単位 二km2) 全面機 との比率%

商業地域 lヱ.41 5.ウニ

城内地域 14.47 6.98

蛋工業地域 33.2告 16.08

軽工業地域 4.ま8 2.02

住居地域 (普通) 78.63 38.15

住居地域 (十練) 民38 4.04

緑 地及 び公園 公園 17.81 8.61

防砂林 8.5t) 4.及3

鉄道史帯 6.28 3.04

運河地帯 8由60 4.1.6

軍用地及び飛行場 5.84 ユ8ユ

大学用地 i .ll 0.54

水面敷 7.ユ5 3.5ま

注 :｢奉天都市計画地域別面積東上 膵奉天都市計画概要案』27頁)により作成O
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表 凍 第 三案 の地域 用途別面積

用途 区分 面積 (単位 :km2) 比率 %

城 内地域 14.38 7.ユ7

住居地域 早 74.66 37.73

て 7.36 3.7ユ

商業地域 12,5一. 6.34

工業地域 重工業 29.56 14,91

軽工業 3.77 1.那

祥種塊域 軍周地及び飛行場 8.88 4AS公園又は緑地 36.17 i.8.29

運河又は鉄道地域 10.59 5.35

注 :｢奉天都市計画書概要案 (第三案大要)｣(『奉天都市計画書概要案』39頁)

により作成｡

嚢 2､3､4を比べると､区域の用途区分は概ね-----致 してお り､比率も大体同じであったo た

だし､奉天についての詳細な調査､測量が不足していたため､奉天都市要綱案は都市地域の区

画の方針､原則を定めるにとどまっていたo例えば､城内区について徹底的に整理することは

至難であった｡城内に於いては主なる建物および城壁は歴史的遺跡 として保存 し､単に道路主

要幹線の貫通及び拡張を図 り､市内交通網の統制､上下水道等の公共施設及び下級貧民街の整

理 を行 う程度にとどまった｡なお､軍用地､飛行場､公園､鉄道周地などほ特殊地域 と名付け

られただけで､測量も行われなかったのか｡

住居地域は全体の40%を責め､周途区分の中では最も比率が高かったことが一一一つの特徴 であ

るo Lかも普通と下級の二種類に分けられた｡普通は一般市民の住居地 とし､下級は 下 級 貧 民

の住居地とする考慮が払われた｡計画の中で ｢特別の考慮を梯ひ貧民の密集地域を設 定 す る こ

とは蓋し不止得 ことなるべ し｣7)と指摘しているが､当時貧富の差が甚だ しかった奉天で は 数

多い貧民の住居地がわずか 3.72%を占めているにすぎなかったことから見ると､貧民の生活の

惨めさを伺 うことができるO

さらに､各案では､工業地域の面積は33平方キロメ- トルあまりと設 定 さ れ ､計 画面積 全体

の中で2割 を占めたO奉天の工業都市としての位置付けが立案者に充分 考 慮 さ れ て い た こ とが

分かる｡漫933年 (太同2年)3月 iFjの建国 -年の記念 日に清洲国は､ 所 謂 ｢日清 経 済 プ ロ ッ

タ ｣ を 意 味 す る清洲国経済綱領を発表 し､その中で､経済建設 と産業開発に関 す る 四 つ の 経 済

統 制 方 針 8)を 決 め たo R溝経済ブロックの最も大きな意味は E3本 の資本 と清洲 の 資 源 (物 的 や
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人的 な ど ) を結合することであるO 日本の資本によって中国東北地域の資源を開発 し､利益を

獲得することが産業開発の使命であるOかつては単なる原料地であったが､清洲国の資源開発

と共に工業化が企図され､農工--潤 的経済国策が樹立された9㌔ 清洲 同 は 日本側 関係 者 特 に 関

達を五太工業地区として設定 した｡その中で､特に入 口､資源､地 理 的条件 ､動 力 な ど優位 を

しめる奉天が､清洲全土の工業中心地として位置付けられた｡清洲国 と関東 軍特務 部 は､｢大奉

天計画｣を樹立する際に､奉天を工業都市 とする未来像を描き､それぞれ の工業 区設立計画を

立てた｡この工業区についての立案過程 と発想を考察 しよ う｡

二 奉天鋲芭工業区の成立

まず､鉄西工業区に着目された経緯を探る｡

日本内地では､戦時景気の中で､第---次世界大戦勃発以後の 工 業 - の 投資意欲が高ま り､清

洲-の投資も増 えた01916年 (大正 5年)に荒井泰治によって 奉 天 に 設 立された南満州製糖株

式会社 (資本金 1000万円)は､清洲における民間の企業と して 新 境 地を開いたoi918年 12

月には ､資本金 昔醐0万円の満蒙毛織株式会社が設立され､翌 年 2月 ､資本金 300万円の満蒙繊

維 工業株式会社 が設立された明｡この二つの会社は鎮西三太工 業 と呼ばれ､工業都市 としての

奉東の出発点であったとみ られている｡満鉄が当初工業用地を 選 定 した際に､蘇家屯付属地附

近と奉天鉄西の二つの案があったが,最終的に奉天鉄西地区を 選んだ(,そこで､鉄西地区で 100

万坪を目標に農家の土地買収に着手した｡東北政権の妨害にあったため､満州事変までにわず

か 35000坪の買収を完了した‖)o当時､各方面の施設､例えば､道路､電気や水道はまだ不十

分で､治安も悪かった｡満蒙毛織に4､5名の馬賊が押 し入 り､警備の巡査が射殺 され､従業員

の給料 2万円を奪われたこともあった12)｡すなわち満州事変以前の段階では､その地区-進 出

する企業はわずかであ り､完全な工業区とは言えない段階にあったoまた､土地の買収､企業

の管理などの問題をめぐって､満鉄側 と東北政権の間に対立もあり､管理の面でも混乱があっ

た｡満州事変によりその状況は一変 した｡城内､満鉄付属地､商埠地と並行 して､鉄酋工業区

は ｢太奉天｣都市計画の重要な一環にな り､420万坪に及ぶ磨太な土地を開発すると盛んに宣

伝 されたQ

しか し最初の計画では､それほど広大な土地を工業区として経営することは想定されてはい

なかったOま932年 足2月､第二委員会が作成 した ｢奉天工業地域設定並に経営に関する要綱案｣

では､最 も適切な工業地域 として澗鉄奉天駅西側の地区約 250万坪岬を指定 していたにすぎな

いo 閣案には工業区内の行政管理､法規の適用範囲卜上下水道､用地の買収についての方針 を

盛 り込まれ､具体的な措置については触れていなかった｡

1933年 1月､経済調査会が計画 した ｢奉天都市計画概要案｣では､鉄酋工業地帯の面積を重
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l二業と軽__1二業に分け､童_ーL-.業 33.28 平方キロメー トIL､軽_ー1二葉 4.18-i-;一方キ11メー トルとしたし､

その後修正された ｢奉天都市計画 概 要 案｣第 3案には､関東軍の意見が反映 されたO鉄道の西

部 ､飛行場西南の工業地域を縮小変 更すべきだとする特務部の意見が盛 り込まれた｡その結果､

市 ll.業 用 地 は コq.5(l平方キF-1メ--卜/L､畔 仁業片]i･也は 3.77､T''･方キー-Iメー ト/し- と縮小すること

にな っ た ｡ そ れ ら の案に対して､1933年 3月､奉天地方事務所 は ｢尭奉天都市計画市政公署桶

草 案 ｣ を 作 成 し ､ 東 工 業 区と西工業区とい う二つの工業 区を設 定す る提案をした｡そこには､

｢南満州 鉄 道 西 方 塔 湾 二 至 ルー帯ノ地域ヲ西工業区 トス｣糊とい う極めて暖味な範囲が記 され

ている｡

1933年 11 月 ､ 闇 奉 天市長は清洲市長団の一員 として-か月の 日本視察を行ったO闇市長山

行は日本の六大都市を訪れ､市役所､県庁などの行政部門や商工会議所を視察 した0時に大阪

工業区を中心とする阪神工業地帯を中心に見学 し､ 日本の市政管理 と商工業の発展ぶ りや工場

の設備､工場の管理 と効率の増進､労資問題などに注 目したo とりわけ閤市長は､多 くの企業

家が清洲-の投資に希望を抱 くことについて ｢工業都市 としての奉天市の喜びだ｣15)と述べたO

帰国後､｢太奉天｣工業都市建設のための十力年計画を 立 案 した｡闇市濃は､奉天を清洲の大阪

と想定 して､工業発展の未来図を考 えた｡工業の発展 に つ いて,｢奉天は今後の十年においてそ

の工業地区には､工 場 勃 興 し ､ 大 小 煙突は林立 し､た めに職業の需用が起こり､入日が幾何級

数的に増加す るのは 蓋 し 自 然 の 勢 い といふべきである｣ 16)と指摘 したo

以上の各案を見ると､ 満 鉄 ､ 軍 部､奉天市はそれぞれ工業区を満鉄西部に設定することでは

一致 していたが､工業 区 の 面 積 ､ 具体的な建設､インフラの整備､土地の買収などについて違

いがあった｡それに して も ､ 奉 天 は清洲国の経済産業中心地 として位置づけられ､また他の都

市に比較 して資源､労働力 な ど に 優位な条件があ り､ 日本の企業家に魅力的に写ったO 日本の

企業家は清洲-経済選出の第-一歩 として新たに設立された鎮西工業区に続府と投資 し始めた｡

一方工業区は､新設 された区域だったので､各施設や管理制度が完備 していなかったOまた､

日本 と清洲国の間だけではなく日本人内部にも､日清経済融合政策に対する理解に多少ずれが

あった｡従って､鎮西工業区に投資 した工場経営者は工業区内の道路､衛生､郵便局などイン

フラ整備問題 ､ 特に治安､課税など行政面の問題に不満を持ったO彼 らは 田本政府に陳情 し､

隣の満鉄柑属 地 に編入することを求める運動を行った｡次にその運動の経緯 と各方面の対応を

考察しよう｡

鉄 西工業地区の付属地編Å問題

1 柑属地編泉請願運動と各方面の対応
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lL)34隼 (昭和 ()早)ll)j1711､Jft-左鉄 押合会長である規IIL海人圧 ｢東大鉄西 t二某地 _/f十蟻

地編入二間スル請願方御依頗j件｣17)を清洲工業会会長山本盛正-送った｡税田会長は､その

中で日本の企業家代表として､まず清洲国の行政組織下では諸問題の解決が遅れているとして

奉天市政公署が行政上の敏活を欠くことを批判 した｡ さらに､道路の不良､交通機関の不備､

警備機関がないこと､街灯並に郵便局やポス トの設備がないこと､衛生排水上の設備不十分 ､

病院が設置 されていないこと等インフラ整備の欠点を指摘 した｡これ らの問題 の ほ か ､ 特 に 満

洲国法人が付属地内に事務所の設置を禁止 していること､工業区内に従業員の住宅建 築 が 許 さ

ないなどを問題にしていた｡彼 らは工業用土地を満鉄地方事務所が取 り扱っている点から､鉄

酋工業区は付属地の延長線にあると考えたことは当然である｡彼 らは工場建設着手後になって

初めて､鉄西工業区が柑属地とは異なることに気づいたようであった｡またいずれ付属地の行

政権返還 も避けらなくなることを知 りながら､鎮西工業区を付属地に編入するとい う要請を当

局に伝えてほ しいと清洲工業会に依頼 した｡万一編入が不可能である場合には､少なくとも付

属地 と同様に地方設備の完備に力を入れ､企業家に安食感を与える必要があるOそ うでなけれ

ば､工業の発展は期待できないと心配 した｡Il月 旦9日､立川奉天警察署長は鉄西工業会の請

願書をそのまま警務局養､奉天総領事､奉天領事警察署長-伝えた18㌔

奉天鉄商会の請願を受けて､清洲工業会会長 山本感正は速やかに (日 月 26日)外務太臣広

田弘毅に ｢奉養鉄酉工業区j現状打開二間 シ請願 ノ酌 咽を詣赦 した｡ しか し､山本は鉄商会

の請願書そのままではなく､さらに全面的に調査 した結果を反映させ､広田に 請願 していた ｡

まず､この請願書は､鉄西会の報告よりも詳 しく､全部で 8項 目あるo どうい う問題が存 在 す

るか､またその原因はなにかが一 目瞭然である｡例えば前に提示 した郵便物に関わる部 分 で は ､

郵便物が 一旦溝洲国郵便局に廻 した後配達 され るため付属地よりも二三日遅 くなり､ 竃 報 に つ

いても電話託送の懐が開通 したとはいえ､保証金制度があるので､たとえ竃諸があっても直ち

に託送を許容されないとい うことなどを詳 しく述べていた｡それだけではなく､鎮西会が触れ

ていなかった課税問題が本請願書には盛 り込まれていた｡当時工業区の行政管轄権は市政公署

の下に置かれ､工業地区特別税は立案中となっていた｡ しか し､それが実施 された際には課税

不均衡の問題が生ずるとい う心配の声があった.1935年まで解決できなかった清洲国課税問題

を勘案すると､この時点で 田本企業家が提出 した問題の中で､課税問題が論議の核心であった

のではないだろうかo付属地 と鉄西地区に課税の均衡を実現するためには､鉄西を柑属地に編

入 しなければならなかった｡1935年 12月､奉天商工会議所の定例議員会が開催 され､課税に

対する要綱を決めたDその中の重要な -項 目は 日課税は)附属地内外在佳邦丸の負担均衡を桓3

るため附属地内外を問わず同時に施行す｣20)とのことで あ ったO税金負担の均衡問題が資本主

義の原則で あ り､資本家の理想であるので､資本家に完全 なる保護 と由由を与えなければ決 し

て 資 本 の 進 出にならないのである｡ しか し､清洲国 にお い て名義上の 自立を維持するために､

こ の 間 蓬 は - 般の植民地よりかなり複雑であったO 従 って ､山本清洲工業会会長は工業区の現
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状を打開するために､鎮西会の主張に共鳴 し､速やかな打開方策を求めたO同時に､山本も柑

属地編入の実施に疑念を持ち､それに代わる過渡的な便法を講 じ､工業家の不安を一掃するこ

とを切望 した｡

した紺｡蜂谷は前述の請願を伝えた上､準に新規企業が着 目する税制や清洲国法人の問題 が計

画進捗に悪影響をもたらす恐れがあることを強調 した｡同地域の満鉄付属地編入 とい う考え方

は､む しろ当局の方針に反することは事実であった｡ ここで､蜂谷は付属地編入論に同調 して

いないが､鎮西工業区の整備などの問題について､溝洲国が対第を樹立する必要があると提言

したo

それ ら問題に対 し満鉄側はどう対応 したかo当時工業会の請願はまだ満鉄本社には伝わって

いなかったが､満鉄地方部は明確に付属地編入運動に難色を示 した｡1934年 漫2月 3日の 『清

洲 日報』22)によると､大きな理由は以下の三つである｡

第-は､奉天鉄西の工業地帯は満鉄 と奉天市政公署 との間で､ 日本人企業家の工業選出を助

成 し､全満の 日本人工業経営の模範的な基調を定めるとい う目的で奉天土地株式会社を組織 し､

土地の貸付を行っているものであるから､今更これを付属地 とするならば同地 帯 設 定 の 当 初 の

精神に反する｡

第二に､鎮西会が挙げた理由の-つ､すなわち課税の問題は満鉄にとっては最 初 よ り 予 想 さ

れたものであった｡付属地の出産品にしても出産税負担の義務があ り､問題になる点は統税 或

い は 営業税であるが､その問題に対 して何の形で清洲閣側 と交渉することは不可能ではないと

主 張 した｡

第 三 に ､その他の道路､衛生施設は土地会社において次第に完備する方針であり､また教育､

警備 ､ 電 話 ､電気､ガスなども清洲国および各会社 との折衝により漸次完成が望める｡

要するに､満鉄側は､奉天工業区を清洲国の工業建設の手本 として作ろ うとしてお り､また､

他の沿線各地にも同 じ運動が起きる恐れがあるため､その精神及び溝洲国治外法権廃止､付属

地回収の動きに反する運動は当然許す ことができず､現有の枠組みで何 らかの措置を取って潜

在する危険を取 り除 くことしかないとい うのが満鉄地方事務所の方針であった｡

そのような見解は満鉄奉東地方事務所所長であった関屋悌蔵の声明23)にも見られる｡関屋は

奉天商工会議所､清洲工業会など各種の意見に敬意を表す とともに､工業土地会社設立の遅れ

についても遺憾の意を表 したO彼は付属地編入の意見に反対 しなかったが､鎮西工業区の諸問

題に対 してそれぞれの解決策を説明 し､すべての問題は計画中またはすでに整備に着手してい

るとした｡課税問題については清洲国の法域にある以上課税権の発動を阻止する根拠がないが､

溝洲国産業開発 とい う根本的な目的を達成するためには充分な保護政策を取るべきであると強

調 した｡保護政策の具体的な内容は明言されなかったものの､満鉄は清洲国が持っている形式

的な法の独立性を維持 しつつ､ 日本人資本家の利益を最大限保護 しようとしていたことが分か
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る｡

なぜ満鉄はこのような態度を散っていたか｡窯は清洲事変後､日本の企業家や経済団体､学

者や官僚や政治家の間に対溝経済政策をめぐって論争が起こっていた｡清洲は 日本の生命線で

あることについての認識は-致していたが､こ卵生偽線をどのように理解するか､また如何に

維持するか､清洲の資源をどうやって利用するか､蒲洲の資源をどのようにE3本に結び付ける

かということについて二つの根本的に対立した政策があった｡24L っは､殖民地搾取的 ･自由

主義的･資本的再肖極的な政策であったOこの政策は､清洲国の産業確立のために保護関税を

設けることや清洲工業の発達のために日本政府が特殊の奨励や保護助産政策をとることに反対

田本と清洲の間に合理的な産業分担を確立し､清洲に産業保護策や工業育成政策などをとるべ

きだという立場に立っていた｡元満鉄東京支社長である太淵三樹の考えは代表的な例 として挙

げられるO

満蒙と日本とは同一･経済範囲とする･･用 木 と同じ経済圏内といふ事を前提 として産業の

全般を考究し生産上種類の条件がもし清洲の方が有利であるならば彼地でその豊富な原

料を使用して工業を起すがよろしい25)

積極的に清洲の資源を開発し､その資源 と日本内地の産業発展を有機的につなげ､また清洲

国を政治的に強く把握するとともに､ 日本内地 と溝洲同を ---丸とする資源開発や産業振興を促

進することが満鉄の満蒙開発の基調であったO

2 問題の打開策

これまで述べたように､鉄酋工業区の諸問題 を巡る各方面の意見は様々であった｡奉天総領

事 と満鉄は柑属地編入に反対 し､問題の打開策を奉天土地会社の経営に求めたO奉義士地会社

は 旦934年 2 月 からす で に 計 画 が進められていたが､非常に複雑な関係 と広範な事務があり､且

つ手続きが【)途 中で清洲 国 の 法 制 改革により形式が変わったために､会社の正式な設立は延期 さ

れていた｡そのため､鉄酋 工 業 区は初期段階から混乱し､付属地編入問題が浮 上したoLかし､

それ らの動きはかえって奉天工 業土地株式会社の成立に拍車をかけたO

畳934年 12月20日､奉天商工会議所の主催で､奉天総領事館､ 奉 天警察署､満鉄奉天地方事

務所､奉天居留民会､奉天郵便局､奉天省公 署 総 務 庁 ､ 窯 業 庁 ､ 税 務 監督署､市政公署､清洲

電信電話会社及び企業家各代表 舶 名 が 集 ま り ､ 鉄 西 工 業 区 に 関 す る 諸 問 題懇談会が開催された

26)Oその会議で､工業土地株式会社創 立 ､ 通 信 機 関 整 理 ､ 警 備 ､ 道 路 ､ 鉄 道引き込み線､上下

水道､ガスの敷設､課税､衛生､教育 問 題 な ど が 議 論 さ れ た ｡ イ ン フ ラ 整 備については土地会

社が整備促進をはか り､現状の打開に 努 力 す べ き 旨 が 説 明 さ れ た o 議 論 の 焦 点は警備や課税の

二問題に集中した｡
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まず､警備の問題を取 り上げよう｡鉄西工業区は奉 天 市 に編入す る正式 な手続きが末 γのた

め､その警察管轄権は依然県瞥寮に属 してお り ､ 同 地 域 の警察衛生問題に関する措置はほとん

ど取 られていなかった｡居住者の不安を緩 和 す る た め に ､ とりあえず 日本側の警官の派遣によ

り柑属地 と同様の状態に置 くよう要望 し た O 次 に 工 業 土 地 株 式会社の創立を促進 し､その帰属

を明らかにするとともに清洲国に 警 備 衛 生 施 設 に 関 す る 積 極的方策をとることが急務 とすべき

だと提言した､､

課税問題に関しては､関税改 正 に 伴 い 輸 入 商 品 に 対 す る統税廃止により当面の問題が解決 さ

れたが､法人の国際問題 (新 設 す る 企 業 は 日 本 国 法 人 とするか或いは清洲国法丸とするかの問

題) と関連 して発生する課税 問 題 及 び 付 属 地 内 消 費 商品に対する免税閣題などに対 して特別な

保護考慮を要するとしたO-方､ 企 業 家 の 不 安 を 取 り除くために今後の課税方針確定を希望 し

た｡なお､新設会社は概ね清洲国法 人 と し て 設 立 される｡ ここで､課税問題に関する解決の方

向性は明確になったoLかし､具体的な措置はまだ不明なため､ただ緩和策 として提出された｡

もちろん清洲国では法律､制度､行政上の欠点があり､数十年の経験を持つ柑属地と比べよう

もないことが現実である｡企業家 としては当然付属地にある行政上の便宜 と政策､法律上の優

遇を受けたいo Lか し､清洲国と実際に清洲国を主宰する関東軍は国作 りとい う遠大な目標を

達成するために､計画を進めなければならないO｢清洲国は勿論我が軍部においてもなるべく清

洲国法入 たると希望 し現在清洲国法人としての部立計画中のもの多 くあ り｣ 27)とい う報道から

見れば､確かに当局はジレンマに陥っていたことが分かる｡

1935年 3月 6日､鉄西 16工場の代表者が出席 して奉天鉄商会臨時総会28)が開かれ､滴洲国

法大問題 について三時間をわたって議論を行ったが結論はでな か った｡ この間題はしばらく研

究を継続 ことになった｡ しかし､奉天土地株式会社の成立 を促 進 す る決議がなされたことは こ

の会議の成果であった｡特務部が作成 した都市計画を-歩 前 進 さ せ た ｡

3 奉天工業土地股紛有限公司と鉄西工業区の成長

満鉄は日清産業統制の綱領に沿って､奉天市政公署と共同で土地会社を設立 した｡奉天工業

土地股扮有限公司 (以下奉天工業土地会社 とする)は奉天の工業を発展 させるために設立 した

工業周地及び付属市街用地の経営､管理を主な業務 とする会社である01932年 (太同義)から

会社の準備に着手 したが､前述するさまざまな問題があったため､ほぼ停滞の状況に陥った｡29)

しかし､梅津清洲国財政部顧問が土地会社の専務に就任 して以降､各方面と何度も交渉 し､豆935

年 3月 11日に日清 共 同出資で奉天土地株式会社が正式に成立 したO資本金は250万円であった

(全額支払 ､ 当 初 国 弊 250万円その後溝洲国公 司 法 改 正 の結果金建に変更)｡その中､満鉄会社

が 豆50万円 ､ 奉 天 市 100万円 (満鉄会社から倍款 ) をそれ ぞれ 出資 した｡経営地は 100万坪と

予定 したが､実際測量の結果は 80万坪であった｡

-223-



｢溝洲国｣初期における鉄酋工業区問題 (殿)

土地会社 は土地の買収､土地貸付 を主な業務 としながら､工業土地に付属する商店街 書住宅

街の貸付および道路 ･鉄道引き込み線 8上下水道など付帯事項一切を経営 していた0

1934年 (康徳元)11月までに､凍工場が竣工し､呂工場がほぼ完了､2工場が基礎工事に着

手､契約演は3件 とい う業績であった｡

豆935年 (康徳 2)12月には､契約演のもの 82件 (工業地域 56件､商業地域 26件)のうち

操業中のもの 32 工 場 ､ 工 事中のもの 6工場､工事未着手のもの 16工場で､このほか書類提出

済のもの 5工場 ､ 準 備 中 の も の 4工場となっている｡

1936年 (康徳 3) 10 月 31 日 ま で の 契約渚の分は66件､面積 漫20万 1607.26坪に逢 した0

1937年 (康徳 4 ) 1 2 月 ま で ､ 全 地 区で 1056万7千余平方メー トル中､開放面積 335万 1干

余平方メ- トル と全 面 積 の 3 割 に 達 し､工場建設数 68､未着工47､その他商店 ･住宅地の建設

も飛躍的に発展の---遠をた ど り､豆2カ年の予定計画に相当する事業を2年 Sか月で完了 した30㌔

以上のデ-タから見ると､土地会社の経営は極めて順調であった｡さらに､及937年 旦1月､

清洲国治外法権の撤廃により､満鉄会社側の持株全部を清洲国側に譲 り､清洲同経済部に属 し

ていた新たな土地会社は政府の方針に基づき､その業務 一切を奉天市政公署に移管 した｡間月

旦5日に奉天工業土地会社は解散 した｡

なぜ鉄酋工業区は成立後の短い期間に業績をあげたのかについて以下の二つの原因が考え ら

れる｡まず､奉天における良好な工業立地の諸条件である｡第-に､奉天は人 口棚 方を超える

清洲----の大都市であ り､賃金低廉な労働力を提供することが可能であった｡第二に､工場とし

て最適の土地を豊富に有し､El｡地価も低廉であった0第三に､工業に欠かせない電力､石炭､

鉄 鉱 を有 す る原 料 産地である撫順､本渓湖に近かった｡第四に､気候も清洲の中では比較的よ

か ったO 第 五に ､滴 洲 交通 の 中心地として原料集散､製品の搬出に便利であった31)Oそれ らの

有 利 な条 件 が あ っ た た め､ 日溝の資本家を引き付けることが容易となったのである｡

な お ､奉 天 商 工 会 議 所 や清洲工業会などの社団法人は奉天工業の発展に太きな役割を果たし

た｡奉天商工会議所では ､鉄商工業地区に日本企業を誘致するために､昭和 7年 相 月在奉天各

団体 と連携 し､日本の 日 都市で清洲市場展覧会を開催 したOその際に ｢企業地 としての奉天｣

と題するパンフレッ トを作成､宣伝を行った｡次に､日 月東京で開催された円本商工会議所定

時総会の席上､奉天 商 工会議所の庵谷会頭が奉天紹介の講演を行い､かなりの反響を呼んだ｡

さらに 1933年 (昭和 郎 から34年にかけて､奉天商工 会 議 所 理事野添孝生が渡 目したo｢工業

都市奉天｣と題するパ ンフレッ トを携行の うえ､合計 51の 都 市を回って奉天の実情を紹介 し､

熱心に企業誘致に努めた32㌔ 多 くの森 口資本家はそれ ら の 招 致勧誘活動に説得され､満州事変

を奉天進出のきっかけとして､腰太な資金を奉天に投入 し た｡1938年 (康徳 5)まで､鉄西工

場各会社の資本金合計は-億円を突破 し､実際U)投資額だ けでも 7000万円に達 した｡1937年

莱 (康徳 4)生産額は健に 6000万mを超えると予想 された33)とい う｡
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おわ引こ

本稿では清洲国初期における奉天都市計画の うち工業区について考察した｡それ と関わる関

東軍 ｡満鉄 書溝洲国の､奉天の未来に対するさまざまな意見を明らかにしたOまた､工業都市

とされた奉天の重要な一環である鎮西工業区の設立過程と成長初期の諸問題を取 り上げた｡特

に､鉄酉工業区は奉天工業土地会社の設立により工業用地の整備､付属市街地の建設経営に本

格的に着手し､次第に工業区の相貌を整えたことを跡づけたO工業区の創設期にはさまざまな

困難があったが､太平洋 戦争の勃発により､鉄西工業区は軍需に応 じる体制に山本化 されたO

戦時経済体制の強化 に伴 い 多 くの企業が直面 した問題については次に論 じたい｡

<注>

且日 933年 8月,関東軍参謀長である小磯国昭は都市建設計画を相変わらず当時対満経済工作の董要な一

環 として提議 した0 日ヨ溝経済統制 と今後の経済工作｣､解学詩監修 ･解題 『清洲国機密経済資料』､第

2巻､経済政策 (上)､平成 12年 相 月､復刻版､90頁｡

2)清洲国時代の歴任奉天市長は､趨伯歌 い93ま年 10月)､閣博紋 日932年 3月)､王慶時 日935年 6月)､

食栄種 目937年 2月)､鄭両 日938年 7月上 王賢緯 日942年 6月)であった｡(滴陽市文史研究館編著

『藩陽歴史大事本末』下巻 遼寧人民出版社､2002年 3月､734頁O)

3)｢奉天都市計画概要案｣(第二審大要)『奉天都市建設方策』 (南満州鉄道経済調査会､1935年)36頁 ｡

4)越沢明 『殖民地清洲の都市計画』アジア経済研究所､i978年､82頁｡

5) ｢日溝経済統制 と今後の経済工作｣､解学詩監修 ･解幾 『清洲国機密経済資料』､第 2巻､経済政策

(上)､平成 i2年 iO月､復刻版､88頁0

6) ｢奉天都市計画書第二回連合打合会議事録｣ 膵奉天都 市建設方策』南満州鉄道経済調査会､1935年､

48責｡)

7)前掲 『奉天都市建設方策』26頁C

8) 冒)国民全体の利益を基調 として利源開拓実業振興の利益が一部階級に墾断 (独 闘 さるるの弊を除

き万民共楽ならしむ､(2)国内賦存の凡有資源を有効に開発 し経済各部門の総合的発達を計 るため養要

経済部門には国家的統制を加へ合理化方策を講ず る､(3)利源の開拓の奨励に当た りては門戸開放､機

会均等の精神に則 り広 く世界に資本を求め特に先進的諸国の技術経験その他凡有文明の粋を集めてこれ

を適切有効に利用す る､湖 東亜経済の融合合理化を目途 としまず善隣 日本国 との協調に重心､を置き相

互扶助の関係を益々緊密な らしむ とい う四原則である｡ 満洲国通信社編 『滴洲国現勢 (建国一大同二年

版)』クレス組版､223頁｡

9)奉天商工会議所 『奉天経済三十年史』1939年 12月､476責｡

10)rLl-1卜､10ボ廿

冒)福田賓 『溝洲泰涙 日本人史』(謙光社､1976年)､190頁 ｡

12)同上｡

13)前掲 『奉天都 市建設方策』､呈考慮｡

且4) ｢太秦天都市計画市政公署草案｣､JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.BO412日M2900 (第 0025両後

目から上 各国都市関係雑件/奉天ノ部 (G.日 (外務省外交史料館)0

15) ｢視察賢二1本六大都市之感想｣『奉天市政公報』奉天市政公署､1932年 12月､31頁0

16)清洲国通信社編 『清洲国現勢 (建国一大同二年版)』 タレス出版､ 115頁 0

17) ｢奉天鉄西工業区ノ付属地編入二関シ請願寿御依頼 ノ件上 村ACARアジア歴史資料センターRef.
BO4i21154500､第 0444画像 目か ら上 在本邦英国海軍病院用敷地貸与関係一件 (G.3)外務省外交史料

館｡

18) ｢鎮西工業会 ヨリ鉄酋工業地区ヲ付属地-編入方請願 二間スル件上 (JACARアジア歴史資料センタ-

Ref,BO4121154500､第 0440画像 目から)､在本邦英国海軍病院用敷地貸与関係一件 (G.3)外務省外交

史料館｡

i9) ｢奉天鉄西工業地 ノ現状打開二関シ請願 ノ件｣､(JACARアジア歴史資料センターRef.BO4121154500､
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第 0442画像 目か ら)､在本邦英国海軍病院用敷地貸与関係 一件 滝 .3)外務省外交史料館0

20) ｢清洲国課税問題奉天商議で協議上 『満州iヨ臼新聞』1935.12.i3柑0

2日 ｢奉天鉄西工業地区付属地編入方請願二間スル件上 村ACARアジア歴史資料センターRef.
BO4121154500､第 0438画像 田か ら)､在本邦英国海軍病院用敷地貸与関係一件 (G.3)外務省外交史料

館｡

22) ｢鎮西工業地区の付属地福入運動-満鉄当局は反対意見｣『清洲 日報』1934年 12月 3日付.

23) ｢奉天鉄酋工業地の諸問題に放て｣『大連新聞』ま934年 12月 11日付｡

2射 ｢対満経済政策に関する各種意見上 解学詩監修 ･解題 『清洲国機密経済資料』､第 2巻､経済政策

(上上 平成 12年 10月､復刻版､24頁0

25)同上､43-44頁0

26) ｢奉天鎮西工業区二間スル関係者各機関代表者懇談会二関スル件上 村ACARアジア歴 史資料センタ-

Ref.B糾 121154500､第 0474画像 目か ら)､在本邦英国海軍病院用敷地貸与関係 一件 滝 .3)外務省外交

史料館｡

27) ｢満洲国法丸の場合-間藤 さらに複雑化｣『奉天毎 日新聞』1935年 1月 28日付｡

28) r奉天鉄商会臨時総会で溝洲国法大問題｣『大連新聞』1935年 3月 10巨目せ0

29)当時の ｢大連新聞 ｣の報道では､主な原因は ｢会社設立の根本をなす重役並に株 主三側がまだ決定せぬ

のみならず発起人側 の方針 と企業家側 の要望一致せずその他にも種々雄多な勝間が横たは り設立手続き

遅々として進捗せ ざる-全 く会社の設立は停頓状態に至った｣とい うor大連新聞｣ま935年 l月 29日相｡

30)溝洲園通信社編 『清洲国現勢 (康徳 5年版)』クレス出版､258鼻｡

31)清洲国通信社編 『清洲国現勢 (建国-大同二年版)』 クレス出版､u3頁0

32)前掲 『溝洲奉天 日本人史』謙米社､1976年 1月､194頁 0

33) ｢躍進奉天 とこ業鼎の花形｣(『満州 日日新聞』1939.i.柑 -19393.25､神戸大学新聞記事文庫)｡
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